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平 成 ２１年 度 

栃 木 市 水 道 事 業 会 計 決 算 審 査 意 見 

第１  審査の対象    平成２１年度栃木市水道事業会計決算 

第２  審査の期間    平成２２年６月２１日から平成２２年８月２４日 

第３  審査の方法 

審査に当たっては、市長から審査に付された決算書類（決算報告書、損益

計算書、剰余金計算書、剰余金処分計算書(案)、貸借対照表）及び同附属書

類（事業報告書、収益費用明細書、固定資産明細書、企業債明細書）が、地

方公営企業法及び関係法令に準拠しているかどうかを確かめるとともに、そ

の書類と関係帳簿及び証ひょう書類を照合して、計数の正否をただし、これ

ら決算書類及び同附属書類が当年度の経営成績及び財政状態を適切に表示し

ているかを審査した。 

また、この事業の経営内容の状態を把握するため計数分析を行い、地方公営

企業法第３条の趣旨にそって経済性を発揮し、かつ本来の目的である公共の

福祉が増進されているかもあわせて審査した。 

第４  審査の結果 

審査に付された決算書類及び同附属書類は、関係法令の規定に準拠して作成

されており、計数及び会計記録とも正確に処理され、経営成績及び財政状態

は概ね適正に表示されているものと認められた。 

また、本事業は、地方公営企業法第３条の規定の趣旨にそって運営されてい

るものと認められた。 

これが審査の概要は、次のとおりである。 

なお、審査の過程において作成した資料を別表として添付した。 

 

(注)  １．表中の全国平均は、総務省編集による“地方公営企業年鑑”の給水

人口５万人以上１０万人未満の水道事業、また、栃木県平均は、栃木

県編集による“市町村公営企業決算の状況”の平成２０年度における

数値である。 

２．ポイントとは、パーセンテージを比較した場合の単純差引数値であ

る。 

３．「前年度」とは、平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日であ

り、「今年度」とは、平成２１年４月１日から平成２２年３月２８日ま

での期間である。 

 



 

経 営 の 成 績 及 び 財 政 状 態 等 審 査 の 概 要 

 

１． 事 業 の 概 要 

（１）業 務 実 績 

当年度における業務実績は、Ｐ１３～Ｐ１４別表１に示すとおりである。 

 

給 水 人 口 及 び 給 水 戸 数 

 

給水人口は 78,055人で、前年度に比べ 376人（0.5％）増加した。 

    計画給水人口 は 78,600 人で、前年度に比べ 1,400 人（1.8％）減少した。 

    行政区域内人口 81,938人に対し、普及率は 95.3％となっている。  

    給水戸数で見ると 29,234戸で、前年度より 400戸（1.4％）増加した。 

     年間総配水量は 8,915,566ｍ3で、前年度に比べ 327,692ｍ3（3.8％）増加

した。 

    総配水量のうち料金の対象となる総給水量(有収水量)は 7,211,809ｍ3で、

前年度に比べ 11,356ｍ3（0.2％）減少した。 

    また、有収率は 80.9％で、前年度に比べ 3.2 ポイント減少した。なお、予

算に定める予定量 7,315,000ｍ3に対する実績は 98.6％である。 

更にこれを用途別に見ると、家事用 70.58％（前年度 70.6％）、営業用 

15.3％（前年度 15.4％）、官公署その他 14.1％（前年度 14.0％）となって

いる。 

    

比較増減 増減率（％）

81,938 82,195 △ 257 △ 0.3

78,600 80,000 △ 1,400 △ 1.8

78,055 77,679 376 0.5

29,234 28,834 400 1.4

95.3 94.5 0.8 －

　
普
及
率

  給 水 人 口
                ×100(％）
 行政区域内人口

  給    水    戸    数（戸）

  行 政 区 域 内 人 口（人）

21
                   年    度
  区    分 20

前 年 度 対 比

  給    水    人    口（人）

  計 画 給 水 人 口（人）



 
 なお、過去２か年の総給水量（有収水量）の推移は、次表のとおりである。 

     

 総給水量（有収水量）の２か年の推移   

                               （単位：ｍ3） 

   用途別 

 

年度 

家 事 用 指数 営 業 用 指数 そ の 他 指数 合  計 指数 

２０ 5,099,444   100 1,114,129  100 1,009,592  100 7,223,165  100 

２１ 5,090,352   100 1,103,221   99 1,018,236  101 7,211,809  100 

 

（２）建 設 工 事 の 実 施 状 況 

市民に対して安全かつ低廉で良質な飲料水の安定供給を図るとともに

未普及地域の解消に努めていくことを目的として、栃木市都市経営計画

に基づき、第３次拡張事業及び上下水道整備事業を推進した。 

    主要な建設事業 

 

○ 第３次拡張事業 

        本事業の工事期間は 平成１４年度（初年度）から平成２２年度まで

の ９か年で総事業費は 59億 6,000万円の計画となっている。 

      当年度の決算額は 1 億 1,932 万 2,000 円で、前年度に比べ 1,768 万

8,300円（17.4％）増加している。 

      この事業の主なものは、市道 223号線配水管布設工事（１工区・２工

区）、市道 252・255・Ｂ20・Ｂ21・Ｂ127号線配水管布設工事等で、総

件数は６件である。 

 

○  上水道整備事業 

      当年度の決算額は 1 億 6,610 万 9,440 円で、前年度に比べ 9,371 万

6,122円（129.45％）増加している。 

      この事業の主なものは、大皆川町配水管布設工事、市道 222号線舗装

復旧工事、県道小山城内線舗装復旧工事、水道施設監視カメラ設置工

事、箱森西部土地区画整理事業に伴う配水管布設工事（１～３工区）、

薗部第６水源災害用備蓄倉庫新築工事等で、総件数は４４件である。 

        また、第３次拡張事業・上水道整備事業に伴い配水管等の布設を実

施したため、導・送・配水管の総延長は 6,973m延び 365,000mとなっ

た。 

 



２． 予 算 執 行 状 況 

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出（Ｐ１５～Ｐ１６別表２） 

    ア  収 益 的 収 入 

        予算額 11億 9,646万 9,000円に対し、決算額は 11億 5,319万 9,873

円(税込)で 96.4％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると、総額では 443万 180円（0.4％）の

増となった。 

        このうち営業収益は 11億 4,654万 4,718円(税込)で 、587万 6,780

円（0.5％）の増となった。 

        営業収益の中の給水収益は、前年度に比べ 142万 6,852円（0.1％）

の減となり、受託工事収益は 446万 2,881円（11.9％）の増となった。 

        また、営業外収益は 665 万 5,155 円(税込)で、前年度に比べ 144 万

6,600円（17.9％）の減となった。 

    イ  収 益 的 支 出 

      予算額 11 億 3,480 万 3,000 円に対し、決算額は 10 億 969 万 2,088

円(税込）で 89.0％の執行率である。 

      この決算額を前年度に比べると総額では 4,588 万 1,352 円（4.5％)

の減となった。 

      このうち営業費用は 8 億 5,297 万 9,838 円(税込)で 5,497 万 1,452

円（6.9％）の増となった。 

        また、営業外費用は 1 億 5,480 万 3,734 円(税込)で前年度より 788

万 4,881円（4.8％）の減となった。 

        なお、特別損失は 190万 8,516円(税込)で、前年度より 120 万 5,189

円（38.7％）の減となった。 

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出（Ｐ１５～Ｐ１６別表２） 

    ア  資 本 的 収 入 

        予算額 1億 630万 7,000円に対し、決算額は 9,655万 6,750円(税込）

で、90.8％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると総額 443 万 180 円（0.4％）の増とな

った。 

        このうち企業債は 5千万円で、前年度と同額で増減はなかった。 

        補助金は 82 万 5 千円で前年度より 1 万 2,000 円（1.4％）の減とな

った。 

        負担金は 4,573 万 1,750 円(税込）で、前年度より 2,446 万 57 円

（115.0％）の増となった。 

    イ  資 本 的 支 出 

        予算額 5 億 9,251 万 1,000 円に対し、決算額は 4 億 4,076 万 2,676



円（税込）で 74.4％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると総額では 9,970万 4,918円（29.2％）

の増となった。 

        このうち建設改良費は 2億8,698万 9,360円(税込)で 9,159万8,886

円（46.9％）の増となり、企業債償還金は 1億 5,377万 3,316円で 810

万 6,032円（5.6％）の増となった。 

        以上が資本的支出の執行状況であるが、資本的収入額が資本的支出額

に対して生じた不足額 3 億 4,420 万 5,926 円は、過年度分損益勘定留

保資金 2億 3,283万 941円、減債積立金 1億円、当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額 1,137 万 4,985 円をもって補てんし、収

支の均衡を図っている。 

（３）不 納 欠 損 処 分 

当年度において不納欠損処分を行ったものは 212件 164万 4,900円で、

全て水道料金である。 

           これらは、転出先不明等のために徴収不能となり処分したもので、や

む 

を得ないものと認められた。 

         しかしながら、この取扱いについては、なお一層慎重に対処するよう

望むものである。 

        

３． 経  営  成  績 

（１）収 益 的 収 支 の 概 要 

当年度における経営成績を表す損益計算書は、Ｐ１７～Ｐ１８別表

３に示すとおりである。 

            総収益 10 億 9,961 万 1,159 円に対し、総費用 9 億 6,759 万 2,701

円で差し引き、1億 3,201万 8,458円の純利益を生じている。 

          これに前年度繰越利益剰余金 2 億 3,584 万 2,719 円があるので、当

年度未処分利益剰余金は 3億 6,786万 1,177円となっている。 

 

    収 益 的 収 支 の 概 要                                    （単位：円・％） 

比較増減額 増減率

収    益 1,099,611,159 1,095,710,851 3,900,308 0.4

費    用 967,592,701 919,974,743 47,617,958 5.2

純 利 益 132,018,458 175,736,108 △ 43,717,650 △ 24.9

前  年  度  対  比      年 度

区 分
21 20



        収益は 10 億 9,961 万 1,159 円で、前年度に比べると 390 万 308 円

（0.4％）の増となった。 

       なお、収益的収入の主体をなす水道料金の収入状況は、次表のとおりで

ある。 

 

 

     平成 21年度   水 道 料 金 収 入 状 況                 （単位：円：％）       

（調定額は、不納欠損額差引後の額である。） 

 

       費用については 9億 6,759万 2,701円で、前年度に比べ 4,761万 7,958

円（5.2％）の増となった。 

 

（２）給 水 原 価 及 び 供 給 単 価 

給水原価は１ｍ3当り 125 円 72 銭で、前年度に比べ 5 円 47 銭高価にな

った。 

          また、供給単価は １ｍ3当り 140円 57銭で、前年度に比べ 3銭高価にな

った。 

 

     １ｍ3当り供給単価・給水原価比較表 

                                                       （単位：円） 

        年  度 

  

区  分 

２１ ２０ 
     ２０ 

県 平 均 全国平均 

供 給 単 価   140.57   140.54  161.54 170.52 

給 水 原 価   125.72   120.25 156.34 172.47 

  差       引  14.85  20.29 5.20    △ 1.95 

 

 

 

 

 

 

年    度 調 定 額 収入済額 不納欠損額 未収入額 収入率

現 年 度 1,064,455,555 973,019,589 0 91,435,966 91.4

過 年 度 101,865,431 88,505,898 1,644,900 11,714,633 86.9

計 1,166,320,986 1,061,525,487 1,644,900 92,610,599 91.0



（３）経  営  比  率 

企業の経営状態を表す経営比率は、次表のとおりである。 

                                                   （単位：％） 

 

        営業収支比率は、経営活動の能率を示すもので、当年度は 135.3％で

前年度に比べ 7.4ポイント減少している。 

        総収支比率は、企業の収益と費用の総体的な関連を示すもので、当年

度は 113.6％で前年度に比べ 5.5ポイント減少している。 

        これらの比率は、高いほど経営状態が良好とされているが、当年度は

前年度に比べ、営業収支比率及び総収支比率が減少している。 

 

 

４．財 政 状 態 

当年度における財政状態を表わす貸借対照表は、Ｐ１９～Ｐ２０別表４

に示すとおりである。 

    （１）資     産 

          当年度の資産総額は 110億 7,281万 1,466円で、前年度に比べ 9,672

万 6,991円（0.9％）の増加となっている。 

          これを資産区分別に見ると、固定資産は 9,239万 4,956円（1.0％）

の減少、流動資産は 1億 8,912万 1,947円（10.3％）の増加である。 

          固定資産の減少の主なものは、構築物、機械及び装置の減少などに

よるものである。 

          流動資産は、現金預金が 2億 650万 7,811円、有価証券が 79万 9,400

円、貯蔵品が 57万 6,720円とそれぞれ増加し、未収金が 1,876万 1,984

円減少した。 

 

 

 

県平均 全国平均

                        営業収益－受託工事収益
営 業 収 支 比 率                             × 100
                        営業費用－受託工事費用

135.3 142.7 △ 7.4 131.9 115.2

                        総   収   益
総 収 支 比 率                           × 100
                        総   費   用

113.6 119.1 △ 5.5 113.5 106.8

 
                                  年         度
     区        分 21 20

20
前年度
比較



       なお、資産の構成比率は、次表のとおりである。 

 

           資  産  構  成  率 

                                                       （単位：％） 

        年   度 

 区   分 
21 20 20 

県 平 均 
 

固定資産構成比率 81.6 83.2 46.3  

流動資産構成比率 18.4 16.8 -  

 

         現金預金 12 億 55 万 4,764 円は、出納取扱金融機関の預金現在高及び定

期預金証書と一致しており、正確であると認められた。 

 

（２）負  債 ･ 資  本  

        当年度の負債総額は 2億2,475万6,995円で、この内訳は 固定負債8,755

万 520 円及び流動負債 1 億 3,720 万 6,475 円である。前年度負債総額 2

億 1,553万 900円に比べると 922万 6,095円（4.3％）の増となっている。 

       資本総額は 108 億 4,805 万 4,471 円で、この内訳は 資本金 66 億 64 万

5,906円及び剰余金 42億 4,740万 8,565円である。これを前年度資本総額

107億 6,055万 3,575円に比べると 8,750万 896円（0.8％）の増となって

いる。 

       これは剰余金が 9,127万 4,212円（2.2％）増加したものである。 

       増加したものは、自己資本金 1億円（4.2％）と資本剰余金 5,925万5,754

円（2.1％）と利益剰余金 3,201万 8,458円（2.5％）である。 

       減少したものは、借入資本金 1億 377万 3,316円（2.4％）である。 

       負債･資本の構成比率は、次表のとおりである。 

 

          負  債 ･ 資  本  の  構  成  比  率          （単位：％） 

  

            年  度 

区    分 

                                                                     

21 20 
20 

県 平 均 

自己資本構成比率 60.6 59.3 58.2 

固定負債構成比率 38.2 39.7 40.5 

流動負債構成比率 1.2 1.0 - 

 



（３）企 業 債 及 び 一 時 借 入 金 

      当年度の企業債は、第３次拡張事業に伴い 5千万円を地方公共団体金

融機構から借り入れており、これは予算等に定めた起債限度額 5千万円

の範囲内の額である。 

      また、借入れ利率は、2.1％となっている。 

      元金償還額は 1 億 5,377 万 3,316 円で、前年度に比べると 2,194 万

1,901円（5.6％）の増加となっている。 

      また、支払利息は 1 億 2,718 万 1,434 円で、前年度に比べると 1 億

5,031 万 7,265 円（3.5％）の減少となり、総費用 9 億 6,759 万 2,701

円に占める割合は 13.1％で、前年度に比較すると 1.2 ポイントの減少

となっている。 

      企業債の発行は、拡張事業等の進捗に併せ今後も継続するものと思考

されるので、その発行にあたっては効率よく事業の進展が図られるよう

十分留意されたい。 

      また、第６条に定めた一時借入金の限度額は 1,000 万円であったが、

当年度も借入れは行われなかった。 

      なお、企業債の借入れ及び償還状況は、次表のとおりである。 

 

     企  業  債  の  借  入  れ  及  び  償  還  状  況         （単位:円･％） 

 

（４）貯   蔵   品 

       貯蔵品の年度末現在高は 371 万 8,763 円で前年度に比較すると 57 万

6,720円（18.4％）の増加となっている。 

      なお、当年度の購入額は 240万 1,182円で、予算第 9条に定めるたな卸

資産の購入限度額 625万 9,000円の 38.4％である。 

 

元   金 利   子 計

20 4,247,070,925 50,000,000 145,667,284 131,831,415 277,498,699 27.3 25.3

21 4,143,297,609 50,000,000 153,773,316 127,181,434 280,954,750 27.7 25.6

比較増減額 △ 103,773,316 0 8,106,032 △ 4,649,981 3,456,051 0.4 0.3

増減率（％） △ 2.4 0.0 5.6 △ 3.5 1.2 1.5 1.2

料金収入
に対する
償 還 率

総 収 益
に対する
償 還 率

    区 分

年 度

年 度 末 現 在

未 償 還 元 金

年  度  内

借  入  金

年  度  内  償  還  金



（５）財  務  比  率 

     財政状態を示す財務比率は、次表のとおりである。 

                                                       （単位:円･％） 

     
                             年         度 
     区        分 

21 20 20 
県平均  

                     自  己  資  本  
 自己資本構成比率                   × 100 
                     総    資    本 

 
60.6     

 

 
59.3     

 
58.2   

 固定資産対        固 定 資 産  
                                    × 100 
長期資本比率   固定負債＋資本金＋剰余金 

82.7 84.1 
 

― 
 

  

                  流 動 資 産 
 流 動 比 率                   × 100 
                  流 動 負 債 

1481.0 1680.9 689.0  

                  固 定 資 産  
 固 定 比 率                   × 100 
                  自 己 資 本 

134.8 140.2 155.8  

                現金預金＋未収金  
 酸性試験比率                   × 100 
                  流 動 負 債 

968.7 1041.0 648.1  

 

自己資本構成比率は、総資本中に占める自己資本の割合を示すもので、自己

資本の占める割合が大きいほど経営に安定性があるといわれているが、当年度

は 60.6％で、前年度に比べ 1.3ポイント上昇している。 

          固定資産対長期資本比率は、企業の健全性を示すもので、この比率は 100％

以下が望ましいとされているが、当年度は 82.7％で、前年度に比べ 1.4ポイン

ト低下している。 

          流動比率は、企業の資金繰り等その支払能力を示すもので、この比率は高い

ほど望ましいとされているが、当年度は 1,481.0％で、前年度に比べ 199.9 ポ

イント低下している。 

          固定比率は、自己資本と固定資産との比率を示すもので 100％以下が望まし

いとされている。しかし、水道事業のようにその性質上、固定資産を多く必要

とする企業では、施設等の建設には借入金等に依存せざるを得ないものであり、

また、これらは、低利かつ安全に資金を導入することが可能であるため、自己

資本以上に固定資産を有していても、必ずしも財政的に不安定な状態を示すも

のではないとされている。 

   本年度の固定比率は 134.8％で、前年度に比べ 5.4 ポイント低下している。 

        酸性試験比率は、企業の支払能力を示すもので、この比率は高いほど運転資金

が豊富であるといわれているが、当年度は 968.7％で前年度に比べ 72.3 ポイ

ント低下している。 



          以上財務状態を示す各比率は、栃木県平均に比較してそん色なく、各数値は

財政の健全性の範囲内であり、引き続き健全な運営が行われたと認められた。 

 

５．む  す  び  

平成 21年度の水道事業会計決算審査の概要は以上のとおりである。 

本年度は、主な事業として、第３次拡張事業として水道施設監視カメラ

設置工事、箱森西部土地区画整理事業に伴う配水管布設工事、県道小山城

内線舗装復旧工事等を実施した。また、上水道整備事業として、給水の円

滑化や有収率の向上を図るため配水管布設替工事等に取り組み、配水管の

布設及び既設管網の改良整備を実施した。 

業務実績についてみると、給水状況は、給水戸数 ２９，２３４戸で、

前年度より４００戸（1.4％）の増加、給水人口は ７８，０５５人で３７

６人（0.5％）の増加となっている。 

なお、有収率については ８０．９％で前年度に比べ ３.２ポイント減

少となっている。引き続き有収率の向上に努められたい。 

次に、経営成績についてみると、総収益は １０億９，９６１万１，１

５９円で、前年度に比べ ３９０万３０８円の増額となり、差し引き １億

３，２０１万８，４５８円の純利益を計上している。 

口座振替割引のＰＲや市民の利便性に配慮した納付方法の検討などに

より、未収金の発生防止に努力されたい。 

企業の体力を見る際に参考となる本年度の財務比率については、固定資

産とその調達資金源の関係を示す固定資産対長期資本比率、短期の支払い

能力を示す流動比率、当座の支払い能力を示す酸性試験比率、経営の健全

性を示す固定比率の各指標とも概ね健全な数値を示している。 

水道事業を取り巻く環境は、少子化の進展、市民・企業の節水意識の高

まり、飲料水に対する嗜好の変化など、水需要の伸びは期待できないこと



から、有収水量は減少傾向にあり、料金収入の増加には多くを期待できな

い状況にある。 

一方、総延長 ３６５，０００ｍ余の導・送・配水管の維持管理、老朽

化した配水管や諸施設の更新、維持管理、耐震化などの施設水準の向上が

必要であり、配水管その他諸施設の更新等の財政需要が山積しており、水

道事業を取り巻く環境は、依然として厳しい状況にあると予測される。 

職員一人ひとりが経営感覚を持って、多様化するニーズや社会情勢に対

応し、引き続き経営の根幹である水道料金の徴収率アップに努め、安全で

良質な水の安定供給に向けて、新市においてもより一層の努力をされるよ

う要望する。 
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平成２１年度大平町水道事業会計決算審査意見について 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された平成２１年度

旧大平町水道事業会計決算及び証ひょう書類、その他関係書類を審査したので、

その結果について次のとおり意見書を提出いたします。 
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平 成 ２１年 度 

大 平 町 水 道 事 業 会 計 決 算 審 査 意 見 

第１   審査の対象    平成２１年度大平町水道事業会計決算 

第２   審査の期間    平成２２年６月２１日から平成２２年８月２４日 

第３   審査の方法 

審査に当たっては、市長から審査に付された決算書類（決算報告書、損

益計算書、剰余金計算書、剰余金処分計算書(案)、貸借対照表）及び同附

属書類（事業報告書、収益費用明細書、固定資産明細書、企業債明細書）

が、地方公営企業法及び関係法令に準拠しているかどうかを確かめるとと

もに、その書類と関係帳簿及び証ひょう書類を照合して、計数の正否をた

だし、これら決算書類及び同附属書類が当年度の経営成績及び財政状態を

適切に表示しているかを審査した。 

また、この事業の経営内容の状態を把握するため計数分析を行い、地方

公営企業法第３条の趣旨にそって経済性を発揮し、かつ本来の目的である

公共の福祉が増進されているかもあわせて審査した。 

第４  審査の結果 

審査に付された決算書類及び同附属書類は、関係法令の規定に準拠して作

成されており、計数及び会計記録とも正確に処理され、経営成績及び財政

状態は概ね適正に表示されているものと認められた。 

また、本事業は、地方公営企業法第３条の規定の趣旨にそって運営されて

いるものと認められた。 

これが審査の概要は、次のとおりである。 

なお、審査の過程において作成した資料を別表として添付した。 

(注)  １．表中の全国平均は、総務省編集による“地方公営企業年鑑”の給水

人口１．５万人以上３万人未満の水道事業、また、栃木県平均は、栃

木県編集による“市町村公営企業決算の状況”の平成２０年度におけ

る数値である。 

      ２． ポイントとは、パーセンテージを比較した場合の単純差引数値であ

る。 

    ３. 「前年度」とは、平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日で

あり、「今年度」とは平成２１年４月１日から平成２２年３月２８日

までの期間である。 

 

 

 



経 営 の 成 績 及 び 財 政 状 態 等 審 査 の 概 要 

４． 事 業 の 概 要 

（１）業 務 実 績 

当年度における業務実績は、Ｐ１４～１５別表１に示すとおりである。 

 

給 水 人 口 及 び 給 水 戸 数 

 

給水人口は 27,810人で、前年度に比べ 77人（0.3％）減少した。 

      計画給水人口 は 31,200 人で、前年度に比べ 400 人（1.3％）減少した。 

      行政区域内人口 29,792人に対し、普及率は 93.3％となっている。 

      給水戸数で見ると 9,782戸で、前年度より 112戸（1.2％）増加した。 

      年間総配水量は 3,820,159ｍ3で、前年度に比べ 62,816ｍ3（1.6％）減少

した。 

      総配水量のうち料金の対象となる総給水量(有収水量)は 3,230,246ｍ3で、

前年度に比べ 23,154ｍ3（ 0.7％）増加した。 

      また、有収率は 84.6％で、前年度に比べ 2.0 ポイント増加した。なお、

予算に定める予定量 3,200,000ｍ3に対する実績は 100.9％である。 

更に、これを口径別に見ると、φ１３ｍｍ 7,498件、φ２０ｍｍ 2,067

件、φ２５ｍｍ 101 件、φ３０ｍｍ 44 件、φ４０ｍｍ 39件、φ５０ｍｍ 

19件 φ７５ｍｍ 14件、合計で 9,782件となっている。 

なお、過去２か年の口径別給水状況の推移は、次表のとおりである。 
 
 

 

比較増減 増減率（％）

29,792 29,751 41 0.1

31,200 31,600 △ 400 △ 1.3

27,810 27,887 △ 77 △ 0.3

9,782 9,670 112 1.2

93.3 93.7 △ 0.4 －

　
普
及
率

  給 水 人 口
                ×100(％）
 行政区域内人口

  給    水    戸    数（戸）

  行 政 区 域 内 人 口（人）

21                   年    度
  区    分 20

前 年 度 対 比

  給    水    人    口（人）

  計 画 給 水 人 口（人）



    口径別給水状況の２か年の推移  

                           （単位：件数） 

   口径別 

 

年度 

φ１３ 

 ｍｍ 

φ２０ 

 ｍｍ 

φ２５ 

 ｍｍ 

φ３０ 

 ｍｍ 

φ４０ 

 ｍｍ 

φ５０ 

 ｍｍ 

φ７５ 

 ｍｍ 
合 計 

２１ 7,498  2,067    101    44 39 19   14 ９，７８２ 

２０ 7,469  1,989     98    42 40 18   14  ９，６７０ 

比較 29    78     3     2 △1    1  0    １１２ 

  

 

（２）建 設 工 事 の 実 施 状 況 

市民に対して安全かつ低廉で良質な飲料水の安定供給を図ることを

目的として、栃木藤岡バイパス下皆川・富田土地区画整理事業に伴う

配水管布設工事(第１・第２工区)を 21,168,000円、中央町地区配水管

布設替工事を 14,122,500円、蔵井水源地配水ポンプ及び遠方監視装置

設置工事を 24,675,000円で執行した。 

        この事業についての工事は、県道小山・大平線配水管布設工事、栃

木藤岡バイパス下皆川・富田土地区画整理事業に伴う配水管布設工事

(第１工区・第２工区)、中央町地区配水管布設替工事、ＪＲ大平下駅前

土地区画整理事業に伴う配水管移設工事、蔵井水源地配水ポンプ及び遠

方監視装置設置工事、蔵井水源地配水ポンプ増設工事設計業務委託で総

件数は７件である。 

          また、配水管等の布設を実施したため、導・送・配水管の総延長は 

982m延び 145,857mとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５． 予 算 執 行 状 況 

 

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出（Ｐ１６～Ｐ１７別表２） 

    ア  収 益 的 収 入 

        予算額 3 億 7,834 万 4,000 円に対し、決算額は 3 億 7,499 万 3,238

円(税込)で 99.1％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると、総額では 704万 8,567円（1.8％）

の減となった。 

        このうち営業収益は 3 億 7,309 万 6,161 円(税込)で 、647 万 7,157

円（1.7％）の減となった。 

        また、営業外収益は 189 万 4,256 円(税込)で、前年度に比べ 57 万

1,919円（23.2％）の減となった。 

    イ  収 益 的 支 出 

      予算額 3 億 7,061 万 6,000 円に対し、決算額は 3 億 5,082 万 2,797

円(税込）で 94.7％の執行率である。 

      この決算額を前年度に比べると総額では 453万 2,257円（1.3％)の増

となった。 

      このうち営業費用は 2 億 8,778 万 146 円(税込)で 469 万 3,269 円

（1.7％）の増となった。 

       また、営業外費用は 6,267 万 1,451 円(税込)で前年度より 36 万

8,431円（0.7％）の減となった。 

        なお、特別損失は 37 万 1,200 円(税込)で、前年度より 20 万 7,419

円（126.6％）の増となった。 

 

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出（Ｐ１６～Ｐ１７別表２） 

    ア  資 本 的 収 入 

        予算額 2,414万 9,000円に対し、決算額は 2,293万 6,437円(税込）

で、95.0％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると総額 2,265万 665円（49.7％）の減と

なった。 

        このうち企業債は 1 千万円で、前年度より 3 千万円（75.0％）の減

となった。 

        工事負担金は 931万 3,150円で前年度より 680万 2,600円（271.0％）

の増となった。 

        他会計負担金は 362 万 3,287 円(税込）で、前年度より 54 万 6,735

円（17.8％）の増となった。 

    イ  資 本 的 支 出 



        予算額 1 億 6,366 万 3,000 円に対し、決算額は 1 億 5,166 万 9,649

円（税込）で 92.7％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると総額では 3,359万 7,941円（18.1％）

の減となった。 

        このうち建設改良費は 7,492 万 2,730 円(税込)で 3,240 万 2,050 円

（30.2％）の減となり、企業債償還金は 7,674万 6,919円で 119万 5,891 

     円（1.5％）の減となった。 

        以上が資本的支出の執行状況であるが、資本的収入額が資本的支出額

に対して生じた不足額 1 億 2,873 万 3,212 円は、当年度分消費税資本

的収支調整額 353 万 6,000 円、過年度分損益勘定留保資金 9,527 万

6,553円、当年度分損益勘定留保資金 2,992万 659円をもって補てんし、

収支の均衡を図っている。 

 

（３）不 納 欠 損 処 分 

不納欠損処分については 1件 129,400円であり、水道加入申込金である。 

現在は条例改正により、水道加入申込金の徴収はないが、この件は、死

亡のため徴収不能となり処分したもので、やむを得ないものと認められた。 

        今後は水道料金の未納については本庁と各総合支所で連携し、積極的

に取り組むよう望むものである。 

        

６． 経  営  成  績 

（１）収 益 的 収 支 の 概 要 

当年度における経営成績を表す損益計算書は、Ｐ１８～Ｐ１９別表

３に示すとおりである。 

          総収益 3億 5,739万 3,472円に対し、総費用 3億 3,697万 5,178円

で差し引き、2,041万 8,294円の純利益を生じている。 

          これに前年度繰越利益剰余金 1,200 万円があるので、当年度未処分

利益剰余金は 3,241万 8,294円となっている。 

 

 

        

 

 

収 益 的 収 支 の 概 要     

                                                 （単位：円・％） 

比較増減額 増減率

収    益 357,393,472 364,417,927 △ 7,024,455 △ 1.9

費    用 336,975,178 334,114,578 2,860,600 0.9

純 利 益 20,418,294 30,303,349 △ 9,885,055 △ 32.6

前  年  度  対  比      年度

区  分
21 20



          

  収益は 3億 5,739万 3,472円で、前年度に比べると 702万 4,455円（1.9％）

の減となった。 

           費用については 3 億 3,697 万 5,178 円で、前年度に比べ 286 万 600 円

（0.9％）の増となった。 

      これは、資産減耗費の増が主な原因である。 

 

 

なお、収益的収入の主体をなす水道料金の収入状況は、次表のとおりである。 

 

     平成 21年度   水 道 料 金 収 入 状 況  

                                     （単位：円：％） 

         

             

 

 

（２）給 水 原 価 及 び 供 給 単 価 

給水原価は１ｍ3当り 104円 18銭で、前年度に比べ 2円 11銭高価にな

った。 

        また、供給単価は １ｍ3当り 106 円 70 銭で、前年度に比べ 20 銭高価

になった。 

 

      １ｍ3当り供給単価・給水原価比較表  

                                                       （単位：円） 

        年  度 

 

区  分 

２１ ２０ 
     ２０ 

県 平 均 全国平均 

供 給 単 価   106.70   106.50  161.54 167.93 

給 水 原 価   104.18 102.07 156.34 172.47 

  差       引  2.52  4.43 5.20   △ 4.54 

 

年    度 調 定 額 収入済額 不納欠損額 未収入額 収入率

現 年 度 361,882,386 309,717,991 0 52,164,395 85.6

過 年 度 44,358,594 38,886,002 0 5,472,592 87.7

計 406,240,980 348,603,993 0 57,636,987 85.8



（３）経  営  比  率 

企業の経営状態を表す経営比率は、次表のとおりである。 

                                                   （単位：％） 

      営業収支比率は、経営活動の能率を示すもので、当年度は 125.4％で前年

度に比べ 5.9ポイント減少している。 

        総収支比率は、企業の収益と費用の総体的な関連を示すもので、当年度は

106.1％で前年度に比べ 3.0ポイント減少している。 

        これらの比率は、高いほど経営状態が良好とされているが、当年度は前年

度に比べ、営業収支比率及び総収支比率が減少している。 

４．財 政 状 態 

当年度における財政状態を表わす貸借対照表は、Ｐ２０～Ｐ２１別表４

に示すとおりである。 

    （１）資     産 

          当年度の資産総額は 44億 5,133万 4,332円で、前年度に比べ 5,738

万 392円（1.3％）の減少となっている。 

          これを資産区分別に見ると、固定資産は 6,971万 7,343円（1.7％）

の減少、流動資産は 1,233万 6,951円（2.5％）の増加である。 

          固定資産の減少の主なものは、構築物の減少などによるものである。 

          流動資産は、現金預金が 636 万 1,066 円、未収金が 866 万 7,315 円

とそれぞれ増加し、貯蔵品が 269万 1,430円が減少した。 

       なお、資産の構成比率は、次表のとおりである。 

 

  資  産  構  成  率 

                                                       （単位：％） 

        年   度 

 区   分 
21 20 20 

県 平 均 
 

固定資産構成比率 88.8 89.2 46.3  

県平均 全国平均

                      営業収益－受託工事収益
営 業 収 支 比 率                              × 100
                      営業費用－受託工事費用

125.4 131.3 △ 5.9 131.9 115.8

                      総   収   益
総 収 支 比 率                           × 100
                      総   費   用

106.1 109.1 △ 3.0 113.5 106.6

 
                                  年         度
     区        分 21 20

20比較
増減



流動資産構成比率 11.2 10.8 ―  

現金預金 4 億 3,656 万 8,517 円は、出納取扱金融機関の預金現在高及

び定期預金証書と一致しており、正確であることが認められた。 

 

（２）負  債 ･ 資  本  

         当年度の負債総額は 1,240 万 5,041 円で、この内訳は 固定負債 560

万円及び流動負債 680万 5,041円である。前年度負債総額 2,722万 571

円に比べると 1,481万 5,530円（54.4％）の減となっている。 

         資本総額は 44億 3,892万 9,291円で、この内訳は 資本金 32億 8,168

万 1,306円及び剰余金 11億 5,724万 7,985円である。これを前年度資本

総額 44 億 8,149 万 4,153 円に比べると 4,256 万 4,862 円（0.9％）の減

となっている。 

         これは資本金が 6,674 万 6,919 円（2.0％）減少したものである。        

増加したものは、受贈財産評価額 601 万 9,200 円（10.5％）と工事負担

金 1,293万 6,437円（2.5％）である。 

     減少したものは、借入資本金 6,674万 6,919円（3.3％）、その他資本

剰余金 1,519万 1,874円（7.9％）である。 

         負債･資本の構成比率は、次表のとおりである。 

 

          負  債 ･ 資  本  の  構  成  比  率          （単位：％） 

  

            年  度 

区    分 

                                                                     

21 20 
20 

県 平 均 

自己資本構成比率 56.0 54.7 58.2 

固定負債構成比率 43.9 44.8 40.5 

流動負債構成比率 0.2 0.5 - 

 

（３）企 業 債 及 び 一 時 借 入 金 

 

      当年度の企業債は、区画整理事業に伴い １千万円を地方公共団体金融

機構から借り入れており、これは予算等に定めた起債限度額２千万円の

範囲内の額である。 

      また、借入れ利率は、2.0％となっている。 

      元金償還額は 7,674万 6,919円で、前年度に比べると 119万 5,891円

（1.5％）の減少となっている。 



      また、支払利息は 5,306万 6,870円で、前年度に比べると 175万 6,813

円（3.2％）の減少となり、総費用 3 億 3,697 万 5,178 円に占める割合

は 15.7％で、前年度に比較すると 0.7ポイントの減少となっている。 

      企業債の発行にあたっては効率よく事業の進展が図られるよう十分留

意されたい。 

      また、第６条に定めた一時借入金の限度額は 5,000 万円であったが、

当年度も借入れは行われなかった。 

      

   なお、企業債の借入れ及び償還状況は、次表のとおりである。 

 

 

   

   企  業  債  の  借  入  れ  及  び  償  還  状  況         （単位:円･％） 

 

 

（４）貯   蔵   品 

       貯蔵品の年度末現在高は 281 万 4,005 円で前年度に比較すると 269 万

1,430円（48.9％）の減少となっている。 

      なお、当年度の購入額は 495 万 8,698 円で、予算第 9 条に定めるたな

卸資産の購入限度額 1,207万 6,000円の 41.1％である。 

 

（５）財  務  比  率 

     財政状態を示す財務比率は、次表のとおりである。 

                                                       （単位:円･％） 

     
                             年         度 
     区        分 

21 20 
20 

県平均  

元   金 利   子 計

20 2,014,594,831 40,000,000 77,942,810 54,823,683 132,766,493 38.9 36.4

21 1,947,847,912 10,000,000 76,746,919 53,066,870 129,813,789 37.7 36.3

比較増減額 △ 66,746,919 △ 30,000,000 △ 1,195,891 △ 1,756,813 △ 2,952,704 △ 1.2 △ 0.1

増減率（％） △ 3.3 △ 75.0 △ 1.5 △ 3.2 △ 2.2 △ 3.1 △ 0.3

料金収
入に対
する

償還率

総 収 益
に対する
償 還 率

    区 分

年 度

年 度 末 現 在

未 償 還 元 金

年  度  内

借  入  金

年  度  内  償  還  金



                     自  己  資  本  
 自己資本構成比率                   × 100 
                     総    資    本 

 
56.0     

 

 
54.7     

 
58.2   

 固定資産対        固 定 資 産  
                                    × 100 
長期資本比率   固定負債＋資本金＋剰余金 

89.0 89.7 
 

― 
 

  

                  流 動 資 産 
 流 動 比 率                   × 100 
                  流 動 負 債 

7313.1 2244.7 689.0 

                  固 定 資 産  
 固 定 比 率                   × 100 
                  自 己 資 本 

158.7 163.1 155.8 

                現金預金＋未収金  
 酸性試験比率                   × 100 
                  流 動 負 債 

7271.8 2219.3 648.1 

 

自己資本構成比率は、総資本中に占める自己資本の割合を示すもので、

自己資本の占める割合が大きいほど経営に安定性があるといわれてい

るが、当年度は 56.0％で、前年度に比べ 1.3ポイント上昇している。 

         固定資産対長期資本比率は、企業の健全性を示すもので、この比率は 

100％以下が望ましいとされているが、当年度は 89.0％で、前年度に比

べ 0.7ポイント低下している。 

         流動比率は、企業の資金繰り等その支払能力を示すもので、この比率

は高いほど望ましいとされているが、当年度は 7313.1％で、前年度に

比べ 5068.4ポイント上昇している。 

         固定比率は、自己資本と固定資産との比率を示すもので 100％以下が

望ましいとされている。しかし、水道事業のようにその性質上、固定資

産を多く必要とする企業では、施設等の建設には借入金等に依存せざる

を得ないものであり、また、これらは、低利かつ安全に資金を導入する

ことが可能であるため、自己資本以上に固定資産を有していても、必ず

しも財政的に不安定な状態を示すものではないとされている。 

         本年度の固定比率は 158.7％で、前年度に比べ 4.4ポイント低下して

いる。 

         酸性試験比率は、企業の支払能力を示すもので、この比率は高いほど

運転資金が豊富であるといわれているが、当年度は 7,271.8％で前年度

に比べ 5,052.5ポイント上昇している。 

         以上財務状態を示す各比率は、栃木県平均に比較してそん色なく、各

数値は財政の健全性の範囲内であり、引き続き健全な運営が行われたこ

とが認められた。 

 

 



 

 

 

５．む  す  び  

平成 21年度の水道事業会計決算審査の概要は以上のとおりである。 

本年度は、主な事業として、栃木藤岡バイパス下皆川・富田土地区画整

理事業として配水管布設工事、中央町地区配水管布設替工事、蔵井水源地

配水ポンプ及び遠方監視装置設置工事等を施工した。 

業務実績についてみると、給水状況は、給水戸数 ９，７８２戸で、前

年度より１１２戸（1.2％）の増加、給水人口は ２７，８１０人で７７人

（0.3％）の減少となっている。 

なお、有収率については ８４．６％で前年度に比べ ２.０ポイントの

増加となっている。引き続き有収率の向上に努められたい。 

次に、経営成績についてみると、総収益は ３億５，７３９万３，４７

２円で、前年度に比べ ７０２万４，４５５円の減額となり、差し引き ２，

０４１万８，２９４円の純利益を計上している。 

企業の体力を見る際に参考となる本年度の財務比率については、固定資

産とその調達資金源の関係を示す固定資産対長期資本比率、短期の支払い

能力を示す流動比率、当座の支払い能力を示す酸性試験比率、経営の健全

性を示す固定比率の各指標とも概ね健全な数値を示している。 

水道事業を取り巻く環境は、少子化の進展、市民・企業の節水意識の高

まり、飲料水に対する嗜好の変化など、水需要の伸びは期待できないこと

から、有収水量は減少傾向にあり、料金収入の増加には多くを期待できな

い状況にある。 

一方、総延長 １４５，８５７ｍ余の導・送・配水管の維持管理、老朽

化した配水管や諸施設の更新、維持管理、耐震化などの施設水準の向上が



必要であり、水道事業を取り巻く環境は、依然として厳しい状況にあると

予測される。 

職員一人ひとりが経営感覚を持って、多様化するニーズや社会情勢に対

応し、引き続き経営の根幹である水道料金の徴収率アップに努め、安全で

良質な水の安定供給に向けて、新市においてもより一層の努力をされるよ

う要望する。 
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平成２１年度旧藤岡町水道事業会計決算審査意見について 



 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された平成２１年度

旧藤岡町水道事業会計決算及び証ひょう書類、その他関係書類を審査したので、

その結果について次のとおり意見書を提出いたします。 
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平 成 ２１年 度 

藤 岡 町 水 道 事 業 会 計 決 算 審 査 意 見 

第１  審査の対象    平成２１年度藤岡町水道事業会計決算 

第２  審査の期間    平成２２年６月２１日から平成２２年８月２４日 

第３  審査の方法 

審査に当たっては、市長から審査に付された決算書類（決算報告書、損益

計算書、剰余金計算書、剰余金処分計算書(案)、貸借対照表）及び同附属書

類（事業報告書、収益費用明細書、固定資産明細書、企業債明細書）が、地

方公営企業法及び関係法令に準拠しているかどうかを確かめるとともに、そ

の書類と関係帳簿及び証ひょう書類を照合して、計数の正否をただし、これ

ら決算書類及び同附属書類が当年度の経営成績及び財政状態を適切に表示し

ているかを審査した。 

また、この事業の経営内容の状態を把握するため計数分析を行い、地方公営

企業法第３条の趣旨にそって経済性を発揮し、かつ本来の目的である公共の

福祉が増進されているかもあわせて審査した。 

第４  審査の結果 

審査に付された決算書類及び同附属書類は、関係法令の規定に準拠して作成

されており、計数及び会計記録とも正確に処理され、経営成績及び財政状態

は概ね適正に表示されているものと認められた。 

また、本事業は、地方公営企業法第３条の規定の趣旨にそって運営されてい

るものと認められた。 

これが審査の概要は、次のとおりである。 

なお、審査の過程において作成した資料を別表として添付した。 

 

(注)  １．表中の全国平均は、総務省編集による“地方公営企業年鑑”の給水人

口１．５万人以上３万人未満の水道事業、また、栃木県平均は、栃木県

編集による“市町村公営企業決算の状況”の平成２０年度における数値

である。 



      ２．ポイントとは、パーセンテージを比較した場合の単純差引数値である。 

  ３. 「前年度」とは、平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日であ

り、 

「今年度」とは平成２１年４月１日から平成２２年３月２８日までの期

間である。 

 

 

経 営 の 成 績 及 び 財 政 状 態 等 審 査 の 概 要 

 

７． 事 業 の 概 要 

（１）業 務 実 績 

当年度における業務実績は、Ｐ１２～１３別表１に示すとおりである。 

 

給 水 人 口 及 び 給 水 戸 数 

 

給水人口は 15,846人で、前年度に比べ 126人（0.8％）減少した。 

     計画給水人口 は 21,000人で、前年度と同様であった。 

      行政区域内人口 17,645人に対し、普及率は 89.8％となっている。 

      給水戸数で見ると 5,194戸で、前年度より 28戸（0.5％）増加した。 

      年間総配水量は 1,891,061ｍ3で、前年度に比べ 101,282ｍ3（5.1％）減

少した。 

      総配水量のうち料金の対象となる総給水量(有収水量)は 1,510,451ｍ3で、

比較増減 増減率（％）

17,645 17,854 △ 209 △ 1.2

21,000 21,000 0 0.0

15,846 15,972 △ 126 △ 0.8

5,194 5,166 28 0.5  給    水    戸    数（戸）

  行 政 区 域 内 人 口（人）

21                   年    度
  区    分 20

前 年 度 対 比

  給    水    人    口（人）

  計 画 給 水 人 口（人）

89.8 89.5 0.3 －

　
普
及
率

  給 水 人 口
                ×100(％）
 行政区域内人口



前年度に比べ 20,955ｍ3（1.4％）減少した。 

      また、有収率は 79.9％で、前年度に比べ 3.0 ポイント増加した。なお、 

予算に定める予定量 1,560,000ｍ3に対する実績は 96.8％である。 

更にこれを用途別に見ると、一般用 95.7％（前年度 95.4 ％）、工業用 

0.2％（前年度 0.2％）、官公署その他 4.1％（前年度 4.4％）となっている。 

    
 
 
    なお、過去２か年の総給水量（有収水量）の推移は、次表のとおりである。 
 

     総 給 水 量 （ 有 収 水 量 ） の ２ か 年 の 推 移                                 

（単位：ｍ3） 

   用途別 

 

年度 

一 般 用 指数 工 業 用 指数 
官公署 

その他 
指数 合  計 指数 

２０ 1,460,697   100 2,437  100 68,272  100 1,531,406  100 

２１ 1,445,470   99 2,591  106 62,390   91 1,510,451   99 

 

（２）建 設 工 事 の 実 施 状 況 

市民に対して安全かつ低廉で良質な飲料水の安定供給を図ることを目的

として、建設改良工事については老朽管更新事業を推進した。 

      主要な建設事業 

○  建設・改良工事の概況 

      この事業については、地域活動支援センター増築に伴う消火栓設置工事、

町道 5-99・100 号線配水管布設工事、町道 28 号線配水管布設替工事で、

総件数は３件である。 

○  保存工事の概況 

    この事業については、第２浄水場 1.2号ろ過機改修工事である。 

            また、老朽管更新事業に伴い、配水管等の布設を実施したため、導・送・

配水管の総延長は 361m延び 142,744mとなった。 

 

８． 予 算 執 行 状 況 

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出（Ｐ１４～Ｐ１５別表２） 

    ア  収 益 的 収 入 

        予算額 3億 1,091万 4,000円に対し、決算額は 3億 459万 9,399円(税

込)で 98.0％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると、総額では 449万 8,804円（1.5％）



の減となった。 

        このうち営業収益は 3 億 419 万 6,987 円(税込)で 、416 万 736 円

（1.3％）の減となった。 

        また、営業外収益は 40 万 2,412 円(税込)で、前年度に比べ 33 万

8,068円（45.7％）の減となった。 

    イ  収 益 的 支 出 

      予算額 2 億 9,350 万 2,000 円に対し、決算額は 2 億 5,587 万 2,066

円(税込）で 87.2％の執行率である。 

      この決算額を前年度に比べると総額では 419万 9,852円（1.6％)の減

となった。 

        このうち営業費用は 2 億 1,824 万 3,013 円(税込)で 253 万 9,238 円

（1.2％）の減となった。 

        また、営業外費用は 3,682 万 8,576 円(税込)で前年度より 195 万

8,446円（5.0％）の減となった。 

         なお、特別損失は 80 万 477 円(税込)で、前年度より 29 万 7,832 円

（59.3％）の増となった。 

 

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出（Ｐ１４～Ｐ１５別表２） 

    ア  資 本 的 収 入 

        予算額 2,269万 6,000円に対し、決算額は 2,165万 5,440円(税込）

で、95.4％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると総額 854万 3,064円（28.3％）の減と

なった。 

        このうち企業債は 1,200 万円で、前年度より 770 万円（39.1％）の

減となった。 

        工事負担金は 530万 5,440円で前年度より 135万 6,936円（34.4％）

の増となった。 

        国庫補助金は 435万円(税込）で、前年度より 220万円（33.6％）の

減となった。 

    イ  資 本 的 支 出 

        予算額 1 億 7,522 万 5,000 円に対し、決算額は 1 億 6,654 万 6,562

円（税込）で 95.0％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると総額では 1,769 万 209 円（11.9％）

の増となった。 

       このうち建設改良費は 5,928 万 9,913 円(税込)で 494 万 9,890 円

（9.1％）の増となり、企業債償還金は 1 億 694 万 4,746 円で 1,242

万 8,416 円（13.1％）の増となった。 



     以上が資本的支出の執行状況であるが、資本的収入額が資本的支出

額に対して生じた不足額 1億 4,489万 1,122円は、当年度消費税及び

地方消費税資本的収支調整額 281 万 6,690 円、減債積立金 1 千万円、

過年度分損益勘定留保資金 3,301万 7,478円、当年度分損益勘定留保

資金 9,905 万 6,954 円をもって補てんし、収支の均衡を図っている。 

 

（３）不 納 欠 損 処 分 

不納欠損処分については 130件 742,156円であり、全て水道料金である。 

これらは、転出先不明等のために徴収不能となり処分したもので、やむ

を得ないものと認められた。 

         今後は水道料金の未納については本庁と各総合支所で連携し、積極的に

取り組むよう望むものである。 

        

９． 経  営  成  績 

（１）収 益 的 収 支 の 概 要 

当年度における経営成績を表す損益計算書は、Ｐ１６～Ｐ１７別表３

に示すとおりである。 

         総収益 2 億 9,047 万 5,913 円に対し、総費用 2 億 4,440 万 381 円で

差し引き、4,607万 5,532円の純利益を生じている。 

         これに前年度繰越利益剰余金 1,961万 5,170円があるので、当年度未

処分利益剰余金は 6,569万 702円となっている。 

 

       収 益 的 収 支 の 概 要                                      （単位：円・％） 

        

 収益は2億9,047万5,913円で、前年度に比べると406万9,670円（1.4％）

の減となった。費用については 2億 4,440万 381円で、前年度に比べ 371

万 4,228円（1.5％）の減となった。 

        

 

 

比較増減額 増減率

収    益 290,475,913 294,545,583 △ 4,069,670 △ 1.4

費    用 244,400,381 248,114,609 △ 3,714,228 △ 1.5

純 利 益 46,075,532 46,430,974 △ 355,442 △ 0.8

前  年  度  対  比      年 度

区 分
21 20



 

 

 

 

 

  なお、収益的収入の主体をなす水道料金の収入状況は、次表のとおりである。 

 

     平成 21 年度   水 道 料 金 収 入 状 況                   （単位：

円：％）          

 

（２）給 水 原 価 及 び 供 給 単 価 

給水原価は１ｍ3当り 161円 30銭で、前年度に比べ 40銭安価になった。 

        また、供給単価は １ｍ3当り 183円 96銭で、前年度に比べ 6銭安価に

なった。 

      １ｍ3当り供給単価・給水原価比較表  

                                                       （単位：円） 

        年  度 

 

区  分 

２１ ２０ 
     ２０ 

県 平 均 全国平均 

供 給 単 価   183.96   184.02  161.54 167.93 

給 水 原 価   161.30   161.70 156.34 172.47 

  差       引 22.66  22.32 5.20  △ 4.54 

 

（３）経  営  比  率 

企業の経営状態を表す経営比率は、次表のとおりである。 

                                                      （ 単

年    度 調 定 額 収入済額 不納欠損額 未収入額 収入率

現 年 度 291,727,737 273,076,428 0 9,260,116 93.6

過 年 度 23,675,026 6,674,223 742,156 16,253,271 28.2

計 315,402,763 279,750,651 742,156 25,513,387 88.7

県平均 全国平均

                     営業収益－受託工事収益
営 業 収 支 比 率                             × 100
                     営業費用－受託工事費用

133.2 132.7 0.5 131.9 115.8

                      総   収   益
総 収 支 比 率                       × 100
                      総   費   用

118.9 118.7 0.2 113.5 106.6

 
                                  年         度
     区        分 21 20

20比較
増減



位：％） 

          

営業収支比率は、経営活動の能率を示すもので、当年度は 133.2％で

前年度に比べ 0.5ポイント増加している。 

        総収支比率は、企業の収益と費用の総体的な関連を示すもので、当年

度は 118.9％で前年度に比べ 0.2ポイント増加している。 

        これらの比率は、高いほど経営状態が良好とされているが、当年度は

前年度に比べ、営業収支比率及び総収支比率が増加している。 

 

４．財 政 状 態 

当年度における財政状態を表わす貸借対照表は、Ｐ１８～Ｐ１９別表４

に示すとおりである。 

    （１）資     産 

          当年度の資産総額は 37億 6,070万 9,859円で、前年度に比べ 4,775

万 1,948円（1.3％）の減少となっている。 

          これを資産区分別に見ると、固定資産は 4,904万 1,631円（1.4％）

の減少、流動資産は 128万 9,683円（0.3％）の増加である。 

          固定資産の減少の主なものは、機械および装置の減少などによるも

のである。 

          流動資産は、未収金が 1,516 万 7,330 円増加し、現金預金が 1,316

万 2,977円、貯蔵品が 41万 4,670円とそれぞれ減少した。 

       なお、資産の構成比率は、次表のとおりである。 

 

           資  産  構  成  率 

                                                       （単位：％） 

        年   度 

 区   分 
21 20 20 

県 平 均 
 

固定資産構成比率 89.3 89.5 46.3  

流動資産構成比率 10.7 10.5 -  

 

           現金預金 3 億 5,795 万 6,422 円は、出納取扱金融機関の預金現在高

及び定期預金証書と一致しており、正確であることが認められた。 

 

（２）負  債 ･ 資  本  

          当年度の負債総額は 559 万 8,926 円で、この内訳は 流動負債 559

万 8,926 円である。前年度負債総額 1,071 万 9,036 円に比べると 512



万 110円（47.8％）の減となっている。 

          資本総額は 37億 5,511万 933円で、この内訳は 資本金 22億 313万

2,033 円及び剰余金 15 億 5,197 万 8,900 円である。これを前年度資本

総額 37億 9,774万 2,711円に比べると 4,263万 1,838円（1.1％）の減

となっている。 

これは資本金が 8,494万 4,746円（3.7％）減少したものである。 

            増加したものは、自己資本金 1,000 万円（1.5％）と工事負担金 530

万 

5,440円（0.7％）と国庫補助金 93万 1,936円（0.4％）である。 

       減少したものは、借入資本金 9,494万 4,746円（5.9％）である。 

        負債･資本の構成比率は、次表のとおりである。 

 

          負  債 ･ 資  本  の  構  成  比  率          （単位：％） 

  

            年  度 

区    分 

                                                                     

21 20 
20 

県 平 均 

自己資本構成比率 59.7 57.6 58.2 

固定負債構成比率 40.2 42.2 40.5 

流動負債構成比率 0.1 0.3 - 

 

 

（３）企 業 債 及 び 一 時 借 入 金 

      当年度の企業債は、老朽管更新事業に伴い 1,200万円を地方公共団体

金融機構から借り入れており、これは予算等に定めた起債限度額 1,200

万円の範囲内の額である。 

      また、借入れ利率は、2.10％となっている。 

      元金償還額は 1億 694万 4,746円で、前年度に比べると 1,242万 8,416

円（13.1％）の増加となっている。 

      また、支払利息は 2,886 万 976 円で、前年度に比べると 96 万 9,946

円（3.3％）の減少となり、総費用 2 億 4,440 万 381 円に占める割合は 

11.8％  で、前年度に比較すると 0.2ポイントの減少となっている。 

      企業債の発行にあたっては効率よく事業の進展が図られるよう十分留

意されたい。 

      また、第６条に定めた一時借入金の限度額は 1億円であったが、当年

度も借入れは行われなかった。 

      なお、企業債の借入れ及び償還状況は、次表のとおりである。 



     企  業  債  の  借  入  れ  及  び  償  還  状  況         （単位:円･％） 

 

（４）貯   蔵   品 

         貯蔵品の年度末現在高は 347 万 897 円で前年度に比較すると 41 万 4,670

円（10.7％）の減少となっている。 

      なお、当年度の購入額は 15 万 9,831 円で、予算第１０条に定めるたな卸

資産の購入限度額 300万円の 5.3％である。 

 

（５）財  務  比  率 

     財政状態を示す財務比率は、次表のとおりである。 

                                                       （単位:円･％） 

     
                             年         度 
     区        分 

21 20 20 
県平均  

                     自  己  資  本  
 自己資本構成比率                   × 100 
                     総    資    本 

 
59.7     

 

 
57.6     

 

 
58.2  

 
 

 固定資産対        固 定 資 産  
                                    × 100 
長期資本比率   固定負債＋資本金＋剰余金 

89.5 89.8 
 

― 
 

  

                  流 動 資 産 
 流 動 比 率                   × 100 
                  流 動 負 債 

7168.3  3732.2  689.0  

                  固 定 資 産  
 固 定 比 率                   × 100 
                  自 己 資 本 

149.7  155.5  155.8  

                現金預金＋未収金  
 酸性試験比率                   × 100 
                  流 動 負 債 

7106.1  3693.1  648.1  

自己資本構成比率は、総資本中に占める自己資本の割合を示すもので、自

元   金 利   子 計

20 1,605,456,120 19,700,000 94,516,330 29,830,922 124,347,252 45.1 42.2

21 1,510,511,374 12,000,000 106,944,746 28,860,976 135,805,722 50.0 46.8

比較増減額 △ 94,944,746 △ 7,700,000 12,428,416 △ 969,946 11,458,470 4.9 4.6

増減率（％） △ 5.9 △ 39.1 13.1 △ 3.3 9.2 10.9 10.9

料金収
入に対
する

償還率

総 収 益
に対する
償 還 率

    区 分

年 度

年 度 末 現 在

未 償 還 元 金

年  度  内

借  入  金

年  度  内  償  還  金



己資本の占める割合が大きいほど経営に安定性があるといわれているが、当

年度は 59.7％で、前年度に比べ 2.1ポイント上昇している。 

           固定資産対長期資本比率は、企業の健全性を示すもので、この比率は 

100％以下が望ましいとされているが、当年度は 89.5％で、前年度に比べ 

0.3ポイント低下している。 

           流動比率は、企業の資金繰り等その支払能力を示すもので、この比率は高

いほど望ましいとされているが、当年度は 7168.3％で、前年度に比べ 

3,436.1ポイント上昇している。 

           固定比率は、自己資本と固定資産との比率を示すもので 100％以下が望ま

しいとされている。しかし、水道事業のようにその性質上、固定資産を多く

必要とする企業では、施設等の建設には借入金等に依存せざるを得ないもの

であり、また、これらは、低利かつ安全に資金を導入することが可能である

ため、自己資本以上に固定資産を有していても、必ずしも財政的に不安定な

状態を示すものではないとされている。 

    本年度の固定比率は 149.7％で、前年度に比べ 5.8ポイント低下している。 

           酸性試験比率は、企業の支払能力を示すもので、この比率は高いほど運転

資金が豊富であるといわれているが、当年度は 7,106.1％で前年度に比べ 

3,413.0ポイント上昇している。 

           以上財務状態を示す各比率は、栃木県平均に比較してそん色なく、各数値

は財政の健全性の範囲内であり、引き続き健全な運営が行われたことが認め

られた。 

 

５．む  す  び  

平成 21年度の水道事業会計決算審査の概要は以上のとおりである。 

本年度は、主な事業として、老朽管更新事業に伴う配水管布設替え工事、

第２浄水場ろ過機改修工事等を実施した。業務実績についてみると、給水

状況は、給水戸数 ５，１９４戸で、前年度より２８戸（0.5％）の増加、

給水人口は １５，８４６人で１２６人（0.8％）の減少となっている。 

なお、有収率については ７９．９％で前年度に比べ ３.０ポイントの

増加となっている。引き続き有収率の向上に努められたい。 

次に、経営成績についてみると、総収益は ２億９，０４７万５，９１

３円で、前年度に比べ ４０６万９，６７０円の減額となり、差し引き４，



６０７万５，５３２円の純利益を計上している。 

市民の利便性に配慮した納付方法として、口座振替割引制度導入の検討

などにより、未収金の発生防止に努力されたい。 

企業の体力を見る際に参考となる本年度の財務比率については、固定資

産とその調達資金源の関係を示す固定資産対長期資本比率、短期の支払い

能力を示す流動比率、当座の支払い能力を示す酸性試験比率、経営の健全

性を示す固定比率の各指標とも概ね健全な数値を示している。 

水道事業を取り巻く環境は、少子化の進展、市民・企業の節水意識の高

まり、飲料水に対する嗜好の変化など、水需要の伸びは期待できないこと

から、有収水量は減少傾向にあり、料金収入の増加には多くを期待できな

い状況にある。 

一方、総延長 １４２，７４４ｍ余の導・送・配水管の維持管理、老朽

化した配水管や諸施設の更新、維持管理、耐震化などの施設水準の向上が

必要であり、配水管その他諸施設の更新等の財政需要が山積しており、水

道事業を取り巻く環境は、依然として厳しい状況にあると予測される。 

職員一人ひとりが経営感覚を持って、多様化するニーズや社会情勢に対

応し、引き続き経営の根幹である水道料金の徴収率アップに努め、安全で

良質な水の安定供給に向けて、新市においてもより一層の努力をされるよ

う要望する。 
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平成２１年度旧都賀町水道事業会計決算審査意見について 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された平成２１年度

旧都賀町水道事業会計決算及び証ひょう書類、その他関係書類を審査したので、

その結果について次のとおり意見書を提出いたします。 
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平 成 ２１年 度 

都 賀 町 水 道 事 業 会 計 決 算 審 査 意 見 

第１  審査の対象    平成２１年度都賀町水道事業会計決算 

第２  審査の期間    平成２２年６月２１日から平成２２年８月２４日 

第３  審査の方法 

審査に当たっては、市長から審査に付された決算書類（決算報告書、損益

計算書、剰余金計算書、剰余金処分計算書(案)、貸借対照表）及び同附属書

類（事業報告書、収益費用明細書、固定資産明細書、企業債明細書）が、地

方公営企業法及び関係法令に準拠しているかどうかを確かめるとともに、そ

の書類と関係帳簿及び証ひょう書類を照合して、計数の正否をただし、これ

ら決算書類及び同附属書類が当年度の経営成績及び財政状態を適切に表示

しているかを審査した。 

また、この事業の経営内容の状態を把握するため計数分析を行い、地方公

営企業法第３条の趣旨にそって経済性を発揮し、かつ本来の目的である公

共の福祉が増進されているかもあわせて審査した。 

第４  審査の結果 

審査に付された決算書類及び同附属書類は、関係法令の規定に準拠して作

成されており、計数及び会計記録とも正確に処理され、経営成績及び財政

状態は概ね適正に表示されているものと認められた。 

また、本事業は、地方公営企業法第３条の規定の趣旨にそって運営されて

いるものと認められた。 

これが審査の概要は、次のとおりである。 

なお、審査の過程において作成した資料を別表として添付した。 

 

(注)  １．表中の全国平均は、総務省編集による“地方公営企業年鑑”の給水

人口１万人以上１．５万人未満の水道事業、また、栃木県平均は、栃

木県編集による“市町村公営企業決算の状況”の平成２０年度におけ



る数値である。       

２．ポイントとは、パーセンテージを比較した場合の単純差引数値であ

る。 

       ３. 「前年度」とは、平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日で

あり、「今年度」とは平成２１年４月１日から平成２２年３月２８日ま

での期間である。 

経 営 の 成 績 及 び 財 政 状 態 等 審 査 の 概 要 

 

１０． 事 業 の 概 要 

（１）業 務 実 績 

当年度における業務実績は、Ｐ１３～Ｐ１４別表１に示すとおりである。 

 

給 水 人 口 及 び 給 水 戸 数 

 

給水人口は 13,076人で、前年度に比べ 28人（0.2％）減少した。 

    計画給水人口 は 13,500人で、前年度に比べ 3,500人（20.6％）減少した。 

    行政区域内人口 13,540人に対し、普及率は 96.6％となっている。 

    給水戸数で見ると 4,335戸で、前年度より 18戸（0.4％）増加した。 

     年間総配水量は 1,662,964ｍ3で、前年度に比べ 33,517ｍ3（2.1％）増加し

た。 

      総配水量のうち料金の対象となる総給水量(有収水量)は 1,226,163ｍ3で、

前年度に比べ 318ｍ3（ 0.0％）減少した。 

       また、有収率は 73.7％で、前年度に比べ 1.5ポイント減少した。なお、予

算に定める予定量 1,204,500ｍ3に対する実績は 101.8％である。 

比較増減 増減率（％）

13,540 13,599 △ 59 △ 0.4

13,500 17,000 △ 3,500 △ 20.6

13,076 13,104 △ 28 △ 0.2

4,335 4,317 18 0.4

96.6 96.4 0.2 －

　
普
及
率

  給 水 人 口
                ×100(％）
 行政区域内人口

  給    水    戸    数（戸）

  行 政 区 域 内 人 口（人）

21                   年    度
  区    分 20

前 年 度 対 比

  給    水    人    口（人）

  計 画 給 水 人 口（人）



 

 

更にこれを口径別に見ると、φ１３ｍｍ 3,803 件、φ２０ｍｍ 389 件、

φ２５ｍｍ 32件、φ３０ｍｍ 10件、φ４０ｍｍ 6件、φ５０ｍｍ 12

件 φ７５ｍｍ 8件、合計で 4,260件となっている。 

    
  なお、過去２か年の口径別給水状況の推移は、次表のとおりである。 

 

    口径別給水状況の２か年の推移 

                                             （単位：件

数） 

   口径別 

 

年度 

φ１３ 

 ｍｍ 

φ２０ 

 ｍｍ 

φ２５ 

 ｍｍ 

φ３０ 

 ｍｍ 

φ４０ 

 ｍｍ 

φ５０ 

 ｍｍ 

φ７５ 

 ｍｍ 
合 計 

２１ 3,803   389    32   10 6 12   8 ４，２６０ 

２０ 3,806   357    31   10 6  10   9  ４，２２９ 

比較 △3    32     1    0 0   2 △1     ３１ 

  

 

（２）建 設 工 事 の 実 施 状 況 

市民に対して安全かつ低廉で良質な飲料水の安定供給を図ることを目

的として、浄水場施設等改修工事（第３期）の土木工事費 13,975,500円、

電気工事費 19,509,000 円及び電食防止装置更新工事費 18,900,000 円を

執行した。 

     また、配水管等の布設を実施したため、導・送・配水管の総延長は 963m

延び 155,364mとなった。 

 

１１． 予 算 執 行 状 況 

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出（Ｐ１５～Ｐ１６別表２） 

    ア  収 益 的 収 入 

        予算額 2億 756万 4,000円に対し、決算額は 2億 1,408万2,398円(税

込)で 103.1％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると、総額では 1,160万 1,875円（5.7％）

の増となった。 

        このうち営業収益は 1億 9,187万 2,250円(税込)で 、前年度に比べ

28万 1,656円（0.1％）の減となった。 



       また、営業外収益は 2,221 万 148 円(税込)で、前年度に比べ 1,188

万 3,531円（115.1％）の増となった。 

    イ  収 益 的 支 出 

      予算額 1 億 9,936 万 1,000 円に対し、決算額は 1 億 8,385 万 4,246

円(税込）で 92.2％の執行率である。 

      この決算額を前年度に比べると総額では 2,555 万 9,395 円（16.1％)

の増となった。 

      このうち営業費用は 1億 5,893万 469円(税込)で前年度に比べ 2,312

万 6,650円（17.0％）の増となった。 

       また、営業外費用は 2,492 万 3,777 円(税込)で前年度より 288 万

1,171円（13.1％）の増となった。 

        なお、特別損失は 0円(税込)で、前年度より 44万 8,426円（100.0％）

の減となった。 

 

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出（Ｐ１５～Ｐ１６別表２） 

    ア  資 本 的 収 入 

        予算額 1 億 9,938 万 7,000 円に対し、決算額は 1 億 7,451 万 8,050

円(税込）で、87.5％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると総額 2億 2,655万 4,550円（56.5％）

の減となった。 

        このうち企業債は 1 億 3,500 万円で、前年度より 2 億 1,800 万円

（61.8％）の減となった。 

        工事負担金は 613万3,050円で前年度より 1,027万2,150円（62.6％）

の減となった。 

        他会計負担金は1,538万5,000円(税込）で、前年度より1,371万7,600

円（822.7％）の増となった。 

    イ  資 本 的 支 出 

        予算額 3 億 278 万 6,000 円に対し、決算額は 2 億 6,142 万 1,576 円

（税込）で 86.3％の執行率である。 

        この決算額を前年度に比べると総額では前年度に比べ 2 億 2,348 万

1,190円（46.1％）の減となった。 

        このうち建設改良費は 1 億 7,075万 8,230 円(税込)で 2 億 1,588 万

3,280 円（55.8％）の減となり、企業債償還金は 9,066 万 3,346 円で

759万 7,910円（7.7％）の減となった。 

        以上が資本的支出の執行状況であるが、資本的収入額が資本的支出額

に対して生じた不足額 8,690 万 3,526 円は、過年度分損益勘定留保資

金 7,986万 8,486円及び当年度分消費税資本的収支調整額 703万 5,040



円をもって補てんし、収支の均衡を図っている。 

 

（３）不 納 欠 損 処 分 

不納欠損処分については 栃木水道事業年度との調整のため、実施しな

かった。今後は水道料金の未納については本庁と各総合支所で連携し、積

極的に取り組むよう望むものである。 

        

１２． 経  営  成  績 

（１）収 益 的 収 支 の 概 要 

当年度における経営成績を表す損益計算書は、Ｐ１７～Ｐ１８別表３

に示すとおりである。 

       総収益 2億 506万 6,790円に対し、総費用 1億 8,293万 8,606円で差

し引き、2,212万 8,184円の純利益を生じている。 

        これに前年度繰越利益剰余金 1 億 1,214 万 7,187 円があるので、当年

度未処分利益剰余金は 1億 3,427万 5,371円となっている。 

 

       収 益 的 収 支 の 概 要                                 

                               （単位：円・％） 

          

収益は2億506万6,790円で、前年度に比べると1,163万4,455円（6.0％）

の増となった。 

 

 

 

         なお、収益的収入の主体をなす水道料金の収入状況は、次表のとおりで

ある。 

 

     平成２１年度   水 道 料 金 収 入 状 況   

                                      （単位：円：％） 

比較増減額 増減率

収    益 205,066,790 193,432,335 11,634,455 6.0

費    用 182,938,606 155,963,327 26,975,279 17.3

純 利 益 22,128,184 37,469,008 △ 15,340,824 △ 40.9

前  年  度  対  比      年 度

区 分
21 20

年    度 調 定 額 収入済額 不納欠損額 未収入額 収入率

現 年 度 182,743,150 176,187,711 0 6,555,439 96.4

過 年 度 13,797,357 6,404,684 0 7,392,673 46.4

計 196,540,507 182,592,395 0 13,948,112 92.9



 

      費用については 1 億 8,293 万 8,606 円で、前年度に比べ 2,697 万 5,279

円（17.3％）の増となった。 

         

（２）給 水 原 価 及 び 供 給 単 価 

給水原価は１ｍ3当り 149 円 20 銭で、前年度に比べ 22 円 40 銭高価に

なった。 

        また、供給単価は １ｍ3当り 141 円 94 銭で、前年度に比べ 30 銭高価

になった。 

 

      １ｍ3当り供給単価・給水原価比較表  

                                                       （単位：円） 

        年  度 

 

区  分 

２１ ２０ 
     ２０ 

県 平 均 全国平均 

供 給 単 価   141.94   141.64  161.54 177.00 

給 水 原 価   149.20   126.80 156.34 183.42 

  差       引 △7.26  14.84 5.20  △ 6.42 

 

 

 

 

（３）経  営  比  率 

企業の経営状態を表す経営比率は、次表のとおりである。 

                                                    （単位：％） 

 

         営業収支比率は、経営活動の能率を示すもので、当年度は 114.7％で前年

度に比べ 19.3ポイント減少している。 

県平均 全国平均

                    営業収益－受託工事収益
営 業 収 支 比 率                          × 100
                    営業費用－受託工事費用

114.7 134.0 △ 19.3 131.9 116.6

                      総   収   益
総 収 支 比 率                       × 100
                      総   費   用

112.1 124.0 △ 11.9 113.5 108.0

 
                                  年         度
     区        分 21 20

20比較
増減



         総収支比率は、企業の収益と費用の総体的な関連を示すもので、当年度は

112.1％で前年度に比べ 11.9ポイント減少している。 

         これらの比率は、高いほど経営状態が良好とされているが、当年度は前年

度に比べ、営業収支比率及び総収支比率が減少している。 

 

４．財 政 状 態 

当年度における財政状態を表わす貸借対照表は、Ｐ１９～Ｐ２０別表４

に示すとおりである。 

    （１）資     産 

          当年度の資産総額は 21 億 7,800 万 7,590 円で、前年度に比べ 1 億

463万 4,896円（5.0％）の増加となっている。 

          これを資産区分別に見ると、固定資産は 7,150万 4,963円（3.8％）

の増加、流動資産は 3,312万 9,933円（15.6％）の増加である。 

          固定資産の増加の主なものは、建物及び構築物の増加などによるも

のである。 

          流動資産は、現金預金が 3,544 万 1,447 円、貯蔵品が 256 万 4,536

円とそれぞれ増加し、未収金が 467万 6,050円減少した。 

        

なお、資産の構成比率は、次表のとおりである。 

           

 資  産  構  成  率 

                                                       （単位：％） 

        年   度 

 区   分 
21 20 

20 

県 平 均 
 

固定資産構成比率 88.8 89.8 46.3  

流動資産構成比率 11.2 10.2 -  

        現金預金 2億 2,077万 3,733円は、出納取扱金融機関の預金現在高及び

定期預金証書と一致しており、正確であることが認められた。 

 

（２）負  債 ･ 資  本  

        当年度の負債総額は 989万 3,724円で、この内訳は 固定負債 200万円

及び流動負債 789 万 3,724 円である。前年度負債総額 1,324 万 8,982 円

に比べると 335万 5,258円（25.3％）の減となっている。 

        資本総額は 21億 6,811万 3,866円で、この内訳は 資本金 15億 9,839

万 6,311円及び剰余金 5億 6,971万 7,555円である。これを前年度資本総

額 20億 6,012万 3,712円に比べると 1億 799万 154円（5.2％）の増とな



っている。 

           これは資本金 4,413 万 6,654 円（2.8％）、剰余金 6,385 万 3,500 円が

増加したものである。 

         増加したものは、受贈財産評価額 220 万 7,266 円（2.8％）と工事負担

金 2,151万 8,050円（9.4％）、その他資本剰余金 1,800万円である。 

        

 負債･資本の構成比率は、次表のとおりである。 

 

         負  債 ･ 資  本  の  構  成  比  率          （単位：％） 

              年  度 

区   分 

                                                                     

21 20 
20 

県 平 均 

自己資本構成比率 36.3 35.1 58.2 

固定負債構成比率 63.3 64.4 40.5 

流動負債構成比率 0.4 0.5 - 

（３）企 業 債 及 び 一 時 借 入 金 

 

      当年度の企業債は、配水管布設工事に伴い８千万円を地方公共団体金

融機構から 2.1％の利率で借り入れ、浄水場施設等改修工事に伴い 5,500

万円を地方公共団体金融機構から 1.4％の利率で借り入れており、これ

は予算等に定めた起債限度額 1億 5,500万円の範囲内の額である。 

      元金償還額は 9,066万 3,346円で、前年度に比べると 759万 7,910円

（7.7％）の減少となっている。 

      また、支払利息は 2,492万 3,777円で、前年度に比べると 389万 3,895

円（18.5％）の増加となり、総費用 1億 8,293万 8,606円に占める割合

は 13.6％で、前年度に比較すると 0.1ポイントの増加となっている。 

      企業債の発行にあたっては効率よく事業の進展が図られるよう十分留

意されたい。 

      また、第６条に定めた一時借入金の限度額は 1億円であったが、当年

度も借入れは行われなかった。 

      なお、企業債の借入れ及び償還状況は、次表のとおりである。 

 



     企  業  債  の  借  入  れ  及  び  償  還  状  況          

（ 単 位 :

円･％） 

 

 

 

（４）貯   蔵   品 

       貯蔵品の年度末現在高は 428 万 3,805 円で前年度に比較すると 256 万

4,536円（149.2％）の増加となっている。 

      なお、当年度の購入額は 45万 8,052円で、予算第１０条に定めるたな

卸資産の購入限度額 252万 1,000円の 18.2％である。 

 

（５）財  務  比  率 

     財政状態を示す財務比率は、次表のとおりである。 

                                                       （単位:円･％） 

     
                             年         度 
     区        分 

21 20 20 
県平均  

                     自  己  資  本  
 自己資本構成比率                   × 100 
                     総    資    本 

 
36.3     

 

 
35.1     

 
58.2   

 固定資産対        固 定 資 産  
                                    × 100 
長期資本比率   固定負債＋資本金＋剰余金 

89.1 90.2 
 

― 
                     流 動 資 産 

 流 動 比 率                   × 100 
                  流 動 負 債 

3102.7 1882.7 689.0 

元   金 利   子 計

20 1,333,107,782 353,000,000 98,261,256 21,029,882 119,291,138 68.7 61.7

21 1,377,444,436 135,000,000 90,663,346 24,923,777 115,587,123 66.4 56.4

比較増減額 44,336,654 △ 218,000,000 △ 7,597,910 3,893,895 △ 3,704,015 △ 2.3 △ 5.3

増減率（％） 3.3 △ 61.8 △ 7.7 18.5 △ 3.1 △ 3.3 △ 8.6

料金収
入に対
する

償還率

総 収 益
に対する
償 還 率

    区 分

年 度

年 度 末 現 在

未 償 還 元 金

年  度  内

借  入  金

年  度  内  償  還  金



                  固 定 資 産  
 固 定 比 率                   × 100 
                  自 己 資 本 

244.5 256.1 155.8 

                現金預金＋未収金  
 酸性試験比率                   × 100 
                  流 動 負 債 

3048.4 1865.7 648.1 

 

自己資本構成比率は、総資本中に占める自己資本の割合を示すもので、自己

資本の占める割合が大きいほど経営に安定性があるといわれているが、当年度

は 36.3％で、前年度に比べ 1.2ポイント上昇している。 

          固定資産対長期資本比率は、企業の健全性を示すもので、この比率は 100％

以下が望ましいとされているが、当年度は 89.1％で、前年度に比べ 1.1 ポイ

ント低下している。 

          流動比率は、企業の資金繰り等その支払能力を示すもので、この比率は高い

ほど望ましいとされているが、当年度は 3102.7％で、前年度に比べ 1220.0ポ

イント上昇している。 

 

          固定比率は、自己資本と固定資産との比率を示すもので 100％以下が望まし

いとされている。しかし、水道事業のようにその性質上、固定資産を多く必要

とする企業では、施設等の建設には借入金等に依存せざるを得ないものであり、   

また、これらは、低利かつ安全に資金を導入することが可能であるため、自己

資本以上に固定資産を有していても、必ずしも財政的に不安定な状態を示すも

のではないとされている。 

   本年度の固定比率は 244.5％で、前年度に比べ 11.6ポイント低下している。 

          酸性試験比率は、企業の支払能力を示すもので、この比率は高いほど運転資

金が豊富であるといわれているが、当年度は 3048.4％で前年度に比べ 1182.8

ポイント上昇している。 

          以上財務状態を示す各比率は、栃木県平均に比較してそん色なく、各数値は

財政の健全性の範囲内であり、引き続き健全な運営が行われたことが認められ

た。 

 

５．む  す  び  

平成 21年度の水道事業会計決算審査の概要は以上のとおりである。 

本年度は、主な事業として、浄水場施設等改修工事に関わる土木工事、電

気工事、電食防止装置更新工事等を実施した。また、給水の円滑化や有収率

の向上を図るため、配水管布設替工事等に取り組み、配水管の布設及び既設



管網の改良整備を実施した。 

業務実績についてみると、給水状況は、給水戸数 ４，３３５戸で、前年度

より１８戸（0.4％）の増加、給水人口は １３，０７６人で２８人（0.2％）

の減少となっている。 

なお、有収率については ７３．７％で前年度に比べ １.５ポイントの減少

となっているので、有収率の向上に努められたい。 

次に、経営成績についてみると、総収益は ２億５０６万６，７９０円で、

前年度に比べ １，１６３万４，４５５円の増額となり、差し引き ２，２１

２万８，１８４円の純利益を計上している。 

企業の体力を見る際に参考となる本年度の財務比率については、固定資産

とその調達資金源の関係を示す固定資産対長期資本比率、短期の支払い能力

を示す流動比率、当座の支払い能力を示す酸性試験比率、経営の健全性を示

す固定比率の各指標とも概ね健全な数値を示している。 

水道事業を取り巻く環境は、少子化の進展、市民・企業の節水意識の高ま

り、飲料水に対する嗜好の変化など、水需要の伸びは期待できないことから、

有収水量は減少傾向にあり、料金収入の増加には多くを期待できない状況に

ある。 

一方、総延長  １５５，３６４ｍ余の導・送・配水管の維持管理、老朽化

した配水管や諸施設の更新、維持管理、耐震化などの施設水準の向上が必要

であり、配水管その他諸施設の更新等の財政需要が山積しており、水道事業

を取り巻く環境は、依然として厳しい状況にあると予測される。 

職員一人ひとりが経営感覚を持って、多様化するニーズや社会情勢に対応

し、引き続き経営の根幹である水道料金の徴収率アップに努め、安全で良質

な水の安定供給に向けて、新市においてもより一層の努力をされるよう要望

する。 
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栃木市長  鈴  木  俊  美 様 

 

                                     栃木市監査委員  板 倉 安 秀 

 



 

                                     栃木市監査委員  大 武 真 一 

 

 

平成２１年度栃木市水道事業会計決算審査意見について 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された平成２１年度

栃木市水道事業会計決算及び証ひょう書類、その他関係書類を審査したので、

その結果について次のとおり意見書を提出いたします。 
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平 成 ２１年 度 

栃 木 市 水 道 事 業 会 計 決 算 審 査 意 見 

第１  審査の対象    平成２１年度栃木市水道事業会計決算 

          （平成２２年３月２９日～３月３１日） 

第２  審査の期間    平成２２年６月２１日から平成２２年８月２４日 

第３  審査の方法 

審査に当たっては、市長から審査に付された決算書類（決算報告書、損益

計算書、剰余金計算書、剰余金処分計算書(案)、貸借対照表）及び同附属書

類（事業報告書、収益費用明細書、固定資産明細書、企業債明細書）が、地

方公営企業法及び関係法令に準拠しているかどうかを確かめるとともに、そ

の書類と関係帳簿及び証ひょう書類を照合して、計数の正否をただし、これ

ら決算書類及び同附属書類が当年度の経営成績及び財政状態を適切に表示し

ているかを審査した。 

また、この事業の経営内容の状態を把握するため計数分析を行い、地方公

営企業法第３条の趣旨にそって経済性を発揮し、かつ本来の目的である公共



の福祉が増進されているかもあわせて審査した。 

第４  審査の結果 

審査に付された決算書類及び同附属書類は、関係法令の規定に準拠して作成

されており、計数及び会計記録とも正確に処理され、経営成績及び財政状態

は概ね適正に表示されているものと認められた。 

また、本事業は、地方公営企業法第３条の規定の趣旨にそって運営されてい

るものと認められた。 

これが審査の概要は、次のとおりである。 

なお、審査の過程において作成した資料を別表として添付した。 

 

(注)  １．表中の全国平均は、総務省編集による“地方公営企業年鑑”の給水

人口１０万人以上１５万人未満の水道事業、また、栃木県平均は、栃

木県編集による“市町村公営企業決算の状況”の平成２０年度におけ

る数値である。 

    ２．ポイントとは、パーセンテージを比較した場合の単純差引数値であ

る。 

   ３.「今年度」とは平成２２年３月２９日から平成２２年３月３１日まで

の期間である。 

 

 

経 営 の 成 績 及 び 財 政 状 態 等 審 査 の 概 要 

 

１３． 事 業 の 概 要 

  

 平成２２年３月２９日に旧栃木市、旧大平町、旧藤岡町、旧都賀町の新設

合併により新「栃木市」が誕生し、水道事業は各旧市町で認可を受けた事業

を継承し、合併後も給水区域の区分として栃木水道事業、大平水道事業、藤

岡水道事業、都賀水道事業が存在するがそれぞれの水道事業を統合する一事

業一会計の新「栃木市水道事業会計」として業務を開始した。 

そのため、平成２２年３月２９日～３月３１日までの３日間の決算として

審査した。 

 

（１）業 務 実 績 

当年度における業務実績は、Ｐ９～Ｐ１０別表１に示すとおりである。 



 

給 水 人 口 及 び 給 水 戸 数 

 

 

栃木市の給水人口は 134,787 人、給水戸数は、48,545 戸で、行政区域

内人口は 142,888人に対する普及率は、94.3％となっている。 

     年間総配水量は 16,289,840ｍ3であり、 総配水量のうち料金の対象とな

る総給水量(有収水量)は 13,178,660ｍ3で有収率は 93.1％となっている。 

 

１４． 予 算 執 行 状 況 

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出（Ｐ１１～Ｐ１２ 別表２） 

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出（Ｐ１１～Ｐ１２ 別表２） 

 

別表２は、収益的収入、収益的支出、資本的収入及び資本的支出の執行

状況であるが、事業期間が３月２９日から３月３１日の３日間までであり、

収入支出とも計上はなかった。 

        

１５． 経  営  成  績 

（１）収 益 的 収 支 の 概 要 

当年度における経営成績を表す損益計算書は、Ｐ１３～Ｐ１４別表３

に示すとおりであるが、事業期間が平成２２年３月２９日から３月３１

日までであり、この間の収益は計上がなかった。 

しかし、３月２９日合併による１市３町から引き継いだ繰越利益剰余

金 は 6億 24万 5,544円であり、そのまま当年度未処分利益剰余金とし

て計上している。 

比較増減 増減率（％）

142,888 - - -

144,300 - - -

134,787 - - -

48,545 - - -

94.3 － － －

　
普
及
率

  給 水 人 口
                ×100(％）
 行政区域内人口

  給    水    戸    数（戸）

  行 政 区 域 内 人 口（人）

21                   年    度
  区    分 20

前 年 度 対 比

  給    水    人    口（人）

  計 画 給 水 人 口（人）



（２）給 水 原 価 及 び 供 給 単 価 

給水原価は１ｍ3当り 126 円 70 銭で、供給単価は １ｍ3当り 137 円 36

銭となった。 

 

       １ｍ3当り供給単価・給水原価比較表                  （単位：円） 

             

年  度 

 

区  分 

２１ ２０ 

     ２０ 

県 平 均 全国平均 

供 給 単 価   137.36    － 161.54 170.52 

給 水 原 価   126.70    － 156.34 172.47 

  差       引  10.66   － 5.20  △ 1.95 

 

４．財 政 状 態 

当年度における財政状態を表わす貸借対照表は、Ｐ１５～Ｐ１６別表４

に示すとおりである。 

    （１）資     産 

          当年度の資産総額は 215億 358万 1,372円であった。 

          これを資産区分別に見ると、固定資産 182億8,690万2,508円（85.0％）、

流動資産 32億 1,667万 8,864円（15.0％）となっている。 

     

 

                 資  産  構  成  率 

                                                       （単位：％） 

        年   度 

 区   分 
21 20 20 

県 平 均 
 

固定資産構成比率 85.0 － 46.3  

流動資産構成比率 15.0 － -  

 

          現金預金 23 億 6,173 万 38 円は、出納取扱金融機関の預金現在高証明書

及び定期預金証書と一致しており、正確であることが認められた。 

 

（２）負  債 ･ 資  本  

        当年度の負債総額は 2 億 9,337 万 2,811 円で、この内訳は 固定負債

9,515万 520円及び流動負債 1億 9,822万 2,291円となっている。 

        資本総額は 212億 1,020万 8,561円で、この内訳は 資本金 136億 8,385



万 5,556円及び剰余金 75億 2,635万 3,005円となっている。 

        

       負債･資本の構成比率は、次表のとおりである。 

 

          負  債 ･ 資  本  の  構  成  比  率          （単位：％） 

  

            年  度 

区    分 

                                                                     

21 20 
20 

県 平 均 

自己資本構成比率 56.9 － 58.2 

固定負債構成比率 42.2 － 40.5 

流動負債構成比率 0.9 － - 

 

 

（３）企 業 債 及 び 一 時 借 入 金 

      前期末現在高は 89億 7,910万 1,331円となった。 

   企業債の発行については、次表のとおりであり、旧栃木市、旧大平町、

旧藤岡町及び旧都賀町の企業債を引き継いでいる。 

企 業 債 明 細                  (単位：円) 

発 行 

年月日 

 

発行総額 

当  

期 

償 還

高 

償還高 

累  計 

 

未償還高累

計 

利率 

（％） 

備考 

H22.3.25 50,000,000      

0 

      

0 

50,000,000 2.10 

 

旧栃木市 

H22.3.25 10,000,000      

0 

      

0 

10,000,000 2.00 

 

旧大平町 

H22.3.25 12,000,000      

0 

      

0 

12,000,000 2.10 

 

旧藤岡町 

H22.3.25 80,000,000      

0 

      

0 

80,000,000 2.10 

 

旧都賀町 

H22.3.25 55,000,000      

0 

      

0 

55,000,000 1.40 

 

旧都賀町 

     企業債の発行は、拡張事業等の進捗に併せ今後も継続するものと思考さ

れるので、その発行にあたっては効率よく事業の進展が図られるよう十

分留意されたい。 

       

（４）貯   蔵   品 

        貯蔵品の年度末現在高は 1,428 万 7,470 円であり、当年度の購入額は



ない。 

 

（５）財  務  比  率 

      財政状態を示す財務比率は、次表のとおりである。 

                                                       （単位:円･％） 

     
                             年         度 
     区        分 

21 20 20 
県平均  

                     自  己  資  本  
 自己資本構成比率                   × 100 
                     総    資    本 

 
56.9     

 
―     58.2  

 固定資産対        固 定 資 産  
                                    × 100 
長期資本比率   固定負債＋資本金＋剰余金 

85.8 ― 
 

      ― 
 

  

                  流 動 資 産 
 流 動 比 率                   × 100 
                  流 動 負 債 

1622.8 ―    689.0 

                  固 定 資 産  
 固 定 比 率                   × 100 
                  自 己 資 本 

149.5 ―    155.8 

                現金預金＋未収金  
 酸性試験比率                   × 100 
                  流 動 負 債 

1262.8 ― 
    648.1 

自己資本構成比率は、総資本中に占める自己資本の割合を示すもので、自己

資本の占める割合が大きいほど経営に安定性があるといわれているが、当年度

は 56.9％となった。 

          固定資産対長期資本比率は、企業の健全性を示すもので、この比率は 100％

以下が望ましいとされているが、当年度は 85.8％となった。 

          流動比率は、企業の資金繰り等その支払能力を示すもので、この比率は高い

ほど望ましいとされているが、当年度は 1622.8％となった。 

          固定比率は、自己資本と固定資産との比率を示すもので 100％以下が望まし

いとされている。しかし、水道事業のようにその性質上、固定資産を多く必要

とする企業では、施設等の建設には借入金等に依存せざるを得ないものであり、

また、これらは、低利かつ安全に資金を導入することが可能であるため、自己

資本以上に固定資産を有していても、必ずしも財政的に不安定な状態を示すも

のではないとされている。 

   本年度の固定比率は 149.5％となった。 

          酸性試験比率は、企業の支払能力を示すもので、この比率は高いほど運転資

金が豊富であるといわれているが、当年度は 1,262.8％となった。 

          以上財務状態を示す各比率は、栃木県平均に比較してそん色なく、各数値は

財政の健全性の範囲内であり、引き続き健全な運営が行われたと認められた。 



 

５．む  す  び  

平成 21年度決算は１市３町合併のため平成２２年３月２９日から平成

２２年３月３１日までの決算として審査をした。 

業務実績についてみると、給水状況は、給水戸数 ４８，５４５戸で、

給水人口は１３４，７８７人で行政区域内人口１４２，８８８人に対する

給水普及率は９４．３％となっている。有収率については ９３．１％で

あり、引き続き有収率の向上に努められたい。 

企業の体力を見る際に参考となる本年度の財務比率については、固定資

産とその調達資金源の関係を示す固定資産対長期資本比率、短期の支払い

能力を示す流動比率、当座の支払い能力を示す酸性試験比率、経営の健全

性を示す負債比率の各指標とも概ね健全な数値を示している。 

今後の経営見通しについてみると、人口の減少や景気の悪化、節水意識

の高まりなどにより、給水量を増やし、水道事業収益を増加させることが

難しい状況である。 

そのためには、それぞれの検証及び分析を行い、収入確保、経営改善、

コスト縮減の早急な実現を目指し、中期的な経営計画を策定し、経営健全

化や施設の安定稼働に向けて、企業のあり方を検討されたい。 

また、企業債の繰り上げ償還や低金利のものへの借り換えなどを積極的

に行い、未償還残高を削減し、経営健全化を図られたい。特に、経営の根

幹である水道料金の徴収については、収入未済額の解消及び徴収率のアッ

プに努め、口座振替割引制度やコンビニエンスストアによる収納システム

についてＰＲし、未収金の発生防止に努められたい。大平地区・藤岡地区・

都賀地区では、コンビニエンスストアによる収納システムを取り入れてい

るため、栃木地区でも市民の利便性に配慮した納付方法として早急に着手



されたい。景気停滞等の諸般の事情により、不能欠損金が増える傾向にあ

るが、事務的に欠損処理するのではなく、完全に回収不能なものを除いて

は、たゆまぬ徴収努力を望むものである。 

一方、総延長 ８０８，９７０ｍ余の導・送・配水管の維持管理、老朽

配水管その他諸施設の更新等の財政需要が山積している状況であり、水道

事業を取り巻く環境は、依然として厳しい状況にある。特に石綿セメント

管がある地域においては、早急に布設替えできるよう調整されたい。 

なお、藤岡地区では水道料金が高価なため、水道料金の平準化が図れる

よう、送配水管ネットワークの導入についても検討されたい。さらに、水

源涵養林の計画的な整備についても検討し、将来における水需要の的確な

把握を行い、安全で良質な水の安定供給に向けて、努力されたい。 

したがって、今後の事業運営に当たっては、職員一人ひとりが経営感覚

を持って、健全経営の維持と企業としての経済性を発揮する経営を行い、

旧４市町間の供給単価の格差、有収率に影響する老朽管の布設替え、未収

金の回収等、解決すべき問題は多いが、効果的な手立てを講じて、水道の

基本理念に基づいて、不公平感なく水道水を供給できるよう、水道料金の

調整も含めて、一層の努力を望むものである。 
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